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持続可能な開発目標（SDGs）実施指針の骨子に関する意見 

 
国際社会において、SDGs やパリ協定など、持続可能な社会を目指す本格的なチャレンジが
始まっています。 
生協は21世紀理念を『自立した市民の協同の力で、人間らしいくらしの創造と持続可能な社会

の実現を』として掲げており、SDGs の達成に向けては積極的に対応していきたいと考えています。
地域に根ざす住民組織であり事業体であるという組織の特徴を生かして、SDGs の達成に参画す
る視点から、以下の意見を提出いたします。 

① 日本政府としてSDGsの各テーマごとに課題の具体化ならびに行動計画を策定し、国
民に情報を公開しながら推進されることを期待します。 
 わが国が SDGs実施における世界のロールモデルになるとして、SDGs本文に掲げられた 5
つの決意（People(人間)、Planet(地球)、Prosperity(繁栄)、Peace(平和)、Partnership(パ
ートナーシップ)に対応する形で優先課題を設定し、さらにその推進にあたって「主流化」「ステ
ークホルダーとの連携」が謳われたことは評価できると考えています。今後、幅広いステークホ

ルダーがその持てる資源を最大限に活用して連携していくためには、進捗状況の見える化が

重要になります。フォローアップレビューにおいては、8 つの優先課題との関係だけでなく、17
の SDGs との関係で進捗状況が分かりやすく表現されることが重要と考えます。 

② 全国的、地域的レベルにおいて、ステークホルダーとの連携が促進されるよう枠組み

の整備を期待します。 
 全国での SDGｓ推進の体制整備と合わせて、地域にて様々な取り組みが推進されることが重
要です。中央ならびに地域において関係行政機関の連携や広範なステークホルダーとの連携

を SDGsへの取り組みを機に、行政分野の縦割りを乗り越え連携が図れる枠組みが整備される
ことを期待します。 

③ 連携するステークホルダーとして協同組合が明記されるべきです。 
協同組合は組合員自らが出資し、事業体を通じて共通のニーズと願いを実現する協同の経済

システムとして、法的･社会的な基盤と歴史を持っています。また、国際協同組合同盟（ICA）は、
その 2020年ビジョン「協同組合の 10年に向けたブループリント」において、持続可能な社会の
建設を中心的テーマの一つとし、「協同組合を持続可能性の構築者として位置づける」としてい

ます。そうした姿勢が考慮された結果「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」本文の中に
おいても、SDGs の実施に役割を有する主体として「協同組合」が言及されています。（パラグラ
フ 41、パラグラフ 67）。 
 日本においても「協同組合」は、地域社会において重要な役割を果たしており、SDGs実施指
針の中にも位置づけられるべきと考えます。 
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